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参考条文 人権擁護委員法（抜粋）  
（委員の使命） 
第二条 人権擁護委員は、国民の基本的人権が侵犯されることのないように監視し、
若し、これが侵犯された場合には、その救済のため、すみやかに適切な処置を採ると

ともに、常に自由人権思想の普及高揚に努めることをもつてその使命とする。 
（委員の推薦及び委嘱） 
第六条 人権擁護委員は、法務大臣が委嘱する。 
２ 前項の法務大臣の委嘱は、市町村長が推薦した者の中から、当該市町村を包括す
る都道府県の区域内の弁護士会及び都道府県人権擁護委員連合会の意見を聴いて、行

わなければならない。 
３ 市町村長は、法務大臣に対し、当該市町村の議会の議員の選挙権を有する住民で、
人格識見高く、広く社会の実情に通じ、人権擁護について理解のある社会事業家、教

育者、報道新聞の業務に携わる者等及び弁護士会その他婦人、労働者、青年等の団体

であって直接間接に人権の擁護を目的とし、又はこれを支持する団体の構成員の中か

ら、その市町村の議会の意見を聞いて、人権擁護委員の候補者を推薦しなければなら

ない。 
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